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１ 真の豊かさを感じるまち 

 

■ 新型コロナウイルス感染症への対応 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

01 新型コロナウイルス感染症療養者への支援（感染症療養者等支援事

業） 

（福祉部 地域支えあい課） 

事 業 概 要 新型コロナウイルス感染症の罹患により外出制限を受け、生活用品を調

達することができず不自由な生活を送っている市民の生活の安定を図るた

めに食料・日用品等の支援を行う。 

・見込み数  125セット（1人につき１セット（1週間分）） 

 

事 業 費 1,000千円 

数 値 目 標 支援希望者への支援率  支援実施数/支援希望数＝100％ 

 

 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

02 子育て支援施設における感染拡大防止（感染症対策事務費） 

（こども政策部 こども家庭支援課） 

事 業 概 要 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する観点から、子育て支援

施設で使用する消毒用物品等を購入する。（消毒用アルコール・マスク・

手袋等） 

・対象施設 

親子つどいの広場、地域子育て支援センター 

ファミリー・サポート・センター、母子生活支援施設など 

 

事 業 費 6,000千円 

数 値 目 標 支援施設数  20箇所   
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事 業 名 

（ 所 管 ） 

03 認可外保育施設における感染拡大防止（感染症対策事務費） 

（こども政策部 こども施設入園課） 

事 業 概 要 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する観点から、マスク、消

毒液等の購入支援や施設の消毒及び保育を継続的に実施していくための経

費の補助を行う。 

・対象施設 

認可外保育施設 

 

事 業 費 16,000千円 

数 値 目 標 支援件数  43件 

 

 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

04 私立保育園等における感染拡大防止（感染症対策事務費） 

（こども政策部 こども施設運営課） 

事 業 概 要 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する観点から、マスク、消

毒液等の購入支援や施設の消毒及び保育を継続的に実施していくための経

費の補助を行う。 

・対象施設 

私立保育園、幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園、 

小規模保育事業、事業所内保育事業、家庭的保育事業、 

延長保育事業、一時預かり事業、病児保育事業 

 

事 業 費 131,400千円 

数 値 目 標 支援件数  417件  
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事 業 名 

（ 所 管 ） 

05 公立保育園における感染拡大防止（感染症対策事務費） 

（こども政策部 こども施設運営課） 

事 業 概 要 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する観点から、消毒用物品

等を購入する。 

〇購入物品 

・マスク、石鹸液、ペーパータオル等 

 

事 業 費 10,500千円 

数 値 目 標 支援件数  21件 

 

 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

06 公立幼稚園における感染拡大防止（感染症対策事務費） 

（こども政策部 こども施設運営課） 

事 業 概 要 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する観点から、消毒用物品

等を購入する。 

〇購入物品 

・マスク、石鹸液、ペーパータオル等 

 

事 業 費 3,000千円 

数 値 目 標 支援件数  6件 
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■ 子育て環境の整備 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

07 待機児童解消のための保育園等の整備（保育園整備計画事業） 

（こども政策部 こども施設計画課） 

事 業 概 要 社会福祉法人等が実施する施設整備事業等に対し、経費の一部を補助す

る。 

・認可保育園整備           8施設  621人 

・小規模保育事業所整備       3施設   57人 

 

事 業 費 1,087,861千円 

数 値 目 標 保育園等の整備による定員確保数   678人 

令和 5年 4月時点の待機児童数  0人 

 

 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

08 病児・病後児の保育（病児・病後児保育事業） 

（こども政策部 こども施設運営課） 

事 業 概 要 子育てと就労の両立を支援するため、病気の回復期に至らない（病後児

においては病気の回復期）児童を診療所等に設けられた専用の施設におい

て一時的に保育を行う事業者に対して、その運営経費の一部を助成する。 

対象施設 3施設  想定人数 996人 

 

事 業 費 78,110千円 

数 値 目 標 利用者数  996人  
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事 業 名 

（ 所 管 ） 

09 妊産婦へのタクシー料金の助成（子育て世代包括支援事業） 

（保健部 保健センター健康支援課） 

事 業 概 要 妊産婦の新型コロナウイルス感染予防及び経済的負担の軽減を図るた

め、妊婦健康診査や新型コロナワクチン接種等の際に利用したタクシー料

金の一部を助成する。 

・助成額：1人当たり 1回上限 1,500円× 40回 

 

事 業 費 24,003千円 

数 値 目 標 利用者実人数   700人 

 

 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

10 産後の生活や育児に不安を持つ母親のサポート（産後ケア事業） 

（保健部 保健センター健康支援課） 

事 業 概 要 産後、家族等から家事や育児の援助が受けられない産婦及び乳児に対

し、契約医療機関で産後ケアを実施することにより、産婦の心身の安定及

び育児に対する不安の解消を図る。 

〇支援の内容 

・宿泊型     市負担額 27,300円 自己負担額 2,700円 

・デイサービス型 市負担額 16,400円 自己負担額 1,600円 

 

事 業 費 22,733千円 

数 値 目 標 利用者実人数  144人 
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事 業 名 

（ 所 管 ） 

11 こども食堂運営団体等への支援（子どもの居場所づくり支援事業） 

（こども政策部 こども家庭支援課） 

事 業 概 要 地域の多様な人々と子どもの交流の場となり、⽀援が必要な⼦どもにつ

いての「気づきの拠点」となる居場所づくりを進めるため、こども⾷堂等

を運営する団体に対し、運営費等を補助するもの。 

 

事 業 費 3,000千円 

数 値 目 標 補助団体数   10団体 
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■ 高齢者・障がい者等への支援 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

12 高齢者への介護予防支援（介護予防センター整備事業） 

（福祉部 地域支えあい課） 

事 業 概 要 年齢を重ねても元気に暮らせるよう、高齢者の介護予防を推進するため

に、南行徳老人いこいの家及びデイサービスセンターを介護予防センター

として整備・改修する。 

・令和 4年度設計 

・令和 5年度施工 

 

事 業 費 10,000千円 

総工費 未定（設計後に積算のため）（令和 4年度～令和 5年度） 

目 標 設計業務の完了  

 

 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

13 高齢者や障がい者のごみ出し支援（高齢者等世帯ごみ出し支援事業）  

（環境部 清掃事業課） 

事 業 概 要 障がい者や高齢者、介護を必要とする世帯のうち、ごみを集積所まで運

ぶことが困難な世帯についてごみ出しの支援を行うとともに生活状況の確

認を行う。 

 

 

事 業 費 16,025千円 

数 値 目 標 利用見込み世帯数 480世帯 
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■ スポーツ環境の整備 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

14 国府台公園の機能強化（国府台公園再整備事業） 

（文化スポーツ部 スポーツ課） 

事 業 概 要 国府台公園（スポーツセンター）再整備基本計画に基づき、スポーツ施

設と公園の両面における機能向上や、環境整備を進め、市民の健康増進と

交流の場として再整備を進める。 

・国府台公園野球場整備工事（設計・施工・工事監理業務） 

 

事 業 費 1,080,000千円 

総工費 10,221,809千円（平成 30年度〜令和 12年度） 

目 標 国府台公園野球場の設計業務の完了 

 

 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

15 市内スポーツ施設の強化（スポーツ施設整備改修事業） 

（文化スポーツ部 スポーツ課） 

事 業 概 要 市川市スポーツ振興基本計画における重点事業の一つとして、既存スポ

ーツ施設の改修等を行い「安心・安全」な施設環境を整備する。 

・国府台市民体育館機械室内送風機等交換修繕 ほか 6件 

・塩浜市民体育館屋根・屋上及び外壁等工事設計業務委託 

・信篤市民体育館トレーニング棟外壁等改修工事 

 

事 業 費 79,977千円 

目 標 工事等の完了 
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■ 個別最適化された学びの推進 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

16 教育的支援が必要な子どもへの対応（外国人子女等適応支援事業） 

（学校教育部 指導課） 

事 業 概 要 日本語指導を必要とする、外国にルーツを持つ園児・児童・生徒に対

し、その母語話者である通訳講師を派遣することで、児童等の母語による

学習支援と、文化の違い等による様々な相談等に対応する。 

また、支援を要する児童等の多い一部の学校には AI通訳機を貸与し、

通訳講師が不在時の児童等への日常的な支援も行う。 

 

事 業 費 3,630千円 

数 値 目 標 通訳講師の派遣が児童生徒、保護者支援にとって効果があったと肯定的に

回答した学校の割合  85％ 

 

 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

17 情報教育の推進（デジタル教科書等導入事業） 

（学校教育部 指導課） 

事 業 概 要 全小中学校、義務教育学校を対象に指導者用デジタル教科書を導入する

ことで、ICTの環境面（ハード面）に加え、デジタル教材（ソフト面）で

の充実を図る。 

また、授業準備等の効率化につなげるとともに、授業での活用を通し

て、児童生徒の「主体的・対話的で深い学び」を実現する。 

対象とする教科…小学校：算数・理科・社会  

         中学校：国語・社会・数学・理科・英語 

 

事 業 費 17,371千円 

数 値 目 標 デジタル教科書を使った授業は分かりやすいと肯定的に回答した児童

（小学校 4・5・6年生、中学校 1・2・3年生）の割合 80 ％ 
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事 業 名 

（ 所 管 ） 

18 教育の ICT環境整備（学校情報化研究事業） 

（学校教育部 教育センター） 

事 業 概 要 国が提唱する GIGAスクール構想の実現を本市において目指すもの。 

より良い環境で ICT機器を操作できるように整備していく。 

 

事 業 費 68,919千円  

数 値 目 標 整備した ICT機器の活用に関する校内研修実施学校数 55校 

 

 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

19 食育の推進（学校給食事業） 

（学校教育部 保健体育課） 

事 業 概 要 第 3次市川市食育推進計画に則り、日々の学校給食の献立改善や各種デ

ータの活用、事例の共有等を通じて、学校における食育の指導内容の充実

を図る。またオープンデータ化を進め、家庭や地域とも連携した食育推進

を目指す。 

令和 4年度は各学校間と学校教育部で、献立・栄養管理がオンラインで

相互にやり取り可能となるシステムの導入を行う。 

 

事 業 費 16,432千円（情報システム関連経費） 

数 値 目 標 システム導入学校数 55 校 

 

 

 

 

 

 

 

 



20 
 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

20 体力向上の取組の推進（体力向上推進事業） 

（学校教育部 保健体育課） 

事 業 概 要 中学校及び義務教育学校の部活動の振興や、生徒の活動意欲に応えるた

め、専門的な指導力を備えた指導者を、必要とする学校に対し配置する。 

 

事 業 費 1,760千円 

数 値 目 標 部活動地域指導者配置人数 55人 

 

 

■ 安心・安全な教育環境の整備 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

21 教育相談員による相談（教育相談事業） 

（学校教育部 教育センター） 

事 業 概 要 幼児・児童・生徒とその保護者に対し、専門的知識を持つ教育相談員等

が、子育てをしていく中で生じる様々な悩みに関する相談に対応する。 

  

事 業 費 405千円 

数 値 目 標 教育相談・ほっとホッと訪問相談件数（年間／延） 6,550件 
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事 業 名 

（ 所 管 ） 

22 いじめ、暴力行為などへの対応や、子どもや保護者を支援する相談体

制の強化（学校諸問題対応対策事業） 

（学校教育部 義務教育課） 

事 業 概 要 弁護士、医師及び学者等から学校問題対策要員を任用し、学校で起こる

困難な事件・事故、並びに義務教育学校の設置や校舎の建て替えなど、児

童生徒の教育環境に係る問題に関し専門的知識に基づいた助言及び指導を

受ける。 

 

事 業 費 366千円 

数 値 目 標 問題解決率 100％ 

 

 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

23 いじめ防止対策の推進（いじめ防止対策事業） 

（学校教育部 義務教育課） 

事 業 概 要 令和 3年 4月 1日施行の市川市いじめ問題対策連絡協議会等条例に基づ

き、いじめ問題対策連絡協議会、いじめ防止対策委員会を開催し、いじめ

の防止等に関する市内各関係機関・団体の連携協力体制の構築を図るとと

もに、いじめ重大事態の発生時には、迅速で適切な対応をする。 

 

事 業 費 83千円 

数 値 目 標 いじめの解消率（小学校） 81.3％    

いじめの解消率（中学校） 85.8％ 
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事 業 名 

（ 所 管 ） 

24 須和田の丘支援学校の教室の拡充(須和田の丘支援学校狭隘対策事業) 

（生涯学習部 教育施設課、学校教育部 就学支援課） 

事 業 概 要 須和田の丘支援学校の生徒数増加による本校舎教室不足を解消するた

め、隣接する第二中学校の敷地に、須和田の丘支援学校（仮）特別教室棟

を新設する。 

 

事 業 費 25,971千円 総工費 208,206千円（令和 3年度～令和 9年度） 

目 標 工事の完了、共用開始 

 

 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

25 小中一貫教育の推進（信篤三つ葉学園の小中一貫教育に係る研究） 

（学校教育部 義務教育課） 

（学校教育部 学校環境調整課） 

事 業 概 要 令和 4年度から高谷中学校、信篤小学校、二俣小学校の 3校を、既存の

小学校、中学校の枠組みを残したまま、義務教育学校に準じた形で 9年間

の教育を行う「小中一貫型小学校・中学校」とし、小中一貫教育の効果を

研究する。 

・児童生徒、保護者、教職員の意識調査アンケートの実施 

・意識調査等アンケートの分析 

 

事 業 費 ― 

数 値 目 標 ― 
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事 業 名 

（ 所 管 ） 

26 教育環境の整備（体育館トイレ修繕事業） 

（生涯学習部 教育施設課） 

事 業 概 要 避難所における避難生活をより安心・快適・健康なものにするため、避

難所となる体育館トイレを修繕するもの。 

対象校：南新浜小学校、平田小学校、鶴指小学校、稲荷木小学校、 

菅野小学校、南行徳小学校、妙典小学校、冨貴島小学校 

（計 8校） 

 

事 業 費 50,000千円 

目 標 工事の完了 

 

 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

27 生涯学習環境の整備（公民館営繕事業） 

（生涯学習部 社会教育課） 

事 業 概 要 公民館の修繕計画に基づき、各公民館の安全性・利便性向上に向けて改

修工事等を実施する。 

令和 4年度は、東部公民館冷暖房機改修工事を実施する。 

 

事 業 費 43,000千円  

目 標 令和 4年度分工事の完了 
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事 業 名 

（ 所 管 ） 

28 放課後保育クラブ運営（放課後保育クラブ運営事業） 

（生涯学習部 青少年育成課） 

事 業 概 要 放課後保育クラブは、保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校及 

び義務教育学校前期課程の児童の放課後等において、家庭に代わる適切な

遊び及び生活の場を提供し、その健全な育成を図ることを目的とした児童

福祉法第 6 条の 3 第 2 項に規定する放課後児童健全育成事業で、市が

施設を整備し、指定管理者が運営を行う。 

令和 4年度は、保育クラブ室を借上げていた塩焼小学校放課後保育クラ

ブについて、令和 3年度のリースアップに伴い、当該クラブ室を買入れる

ことにより放課後保育クラブ環境の整備を図る。 

 

事 業 費 1,514,187千円 

数 値 目 標 放課後保育クラブへの入所希望児童数に対する入所児童数の割合 100％ 

 

 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

29 放課後の子どもの居場所づくりの推進（子どもの居場所づくり事業） 

（学校教育部 学校地域連携推進課） 

事 業 概 要 市立小学校等において、授業の終了後等に、全ての子どもが安全・安心

に活動することができる場所を確保する。 

また、放課後保育クラブと連携して、学習支援やスポーツ等の活動、地

域と学校との交流活動等の機会を継続的に提供し、児童の健全育成に寄与

する。 

 

事 業 費 222,248千円 

数 値 目 標 放課後子ども教室の実施校数 31校 
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事 業 名 

（ 所 管 ） 

30 地域と学校が連携・協働した活動の実施・地域とともにある学校づく

り （コミュニティ・スクール推進事業） 

（学校教育部 学校地域連携推進課） 

事 業 概 要 【地域と学校が連携・協働した活動の実施】 

学校を核とした地域のコミュニティづくりのために、家庭・学校・地域

のさまざまな活動を支援する地域学校協働本部を設置し、地域学校協働活

動を推進する。 

【地域とともにある学校づくり】 

学校と家庭、地域の代表者で構成される学校運営協議会を活用し、地域

とともにある学校づくりを目指す。 

 

事 業 費 7,128千円 

数 値 目 標 各校・園への地域学校協働活動推進員の配置人数 138人 

 

 

■ 生涯学習の推進 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

31 自分らしく輝くための学びの機会の充実（公民館主催講座活動事業） 

（生涯学習部 社会教育課） 

事 業 概 要 公民館を活用した地域の学習拠点づくりのため、地域住民に多様な学習

機会の提供と生涯学習を促すとともに、多様化・高度化する学習ニーズの

把握に努め、住民の生活課題にも対応した主催講座を実施する。 

 

事 業 費 7,385千円 

数 値 目 標 主催講座の開催数 225回   

 

 

 

 



26 
 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

32 図書館機能を活用した学習機会の充実（図書館運営事業） 

（生涯学習部 中央図書館） 

事 業 概 要 多くの市民が本に親しむ機会を持てるよう、蔵書の充実や移動図書館の

ステーションの増加等、図書館サービスの拡充を図る。 

 

事 業 費 30,711千円 

数 値 目 標 図書・視聴覚資料等貸出点数 2,700,000点 

 

 

■ 多様性社会の実現 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

33 LGBTQ等性的マイノリティへの支援（人権啓発事業） 

（総務部 多様性社会推進課） 

事 業 概 要 全ての人の人権が尊重され、性自認、性的指向にかかわらず、誰もが自

分らしく生きることができる社会を実現するため、パートナーシップ・フ

ァミリーシップ届出制度を周知するとともに、LGBTQ等性的マイノリティ

当事者への理解促進を図る。 

・制度周知用チラシの作成 

・職員研修の実施 

・市民向け講座の開催 

・理解促進用ガイドブックの作成 

・アライ（支援者）ピンバッチの作成 

・LGBTQフレンドリー企業ステッカーの作成 

 

事 業 費 2,239千円 

数 値 目 標 届出件数 20件 
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■ 健康づくりの推進 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

34 こころの健康相談窓口の充実（自殺対策事業） 

（保健部 保健センター健康支援課） 

事 業 概 要 自殺対策計画に基づき、本市における自殺等の実態把握を行い、関係機

関と連携し、自殺予防に関する啓発等を行うとともに「こころの健康相

談」の相談しやすい体制整備を進める。 

 

事 業 費 13,275千円 

数 値 目 標 自殺死亡率  13以下 

 

 

 

事 業 名 

（ 所 管 ） 

35 健康寿命延伸に関する講演会の開催（健康寿命延伸事業） 

（企画部 健康都市推進課） 

事 業 概 要 健康寿命に関する講演会の開催するもの。 

 

事 業 費 2,161千円 

数 値 目 標 講演会開催回数   4回 
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事 業 名 

（ 所 管 ） 

36 子どもへのインフルエンザ予防接種の助成（予防接種事業） 

（保健部 保健センター疾病予防課） 

事 業 概 要 新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザの同時流⾏を防ぎ、

医療機関における負担軽減を図るため、⽣後６ヶ⽉から⼩学校６年⽣まで

の接種費⽤を助成するもの。（１回につき上限 3,000円、１人につき最大

２回まで助成） 

 

事 業 費 99,756千円 

数 値 目 標 助成回数  28,800回 
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